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平成 19 年 3 月期        個別中間財務諸表の概要        平成 18 年 12 月 6 日 

上 場 会 社 名        トーソー株式会社      上場取引所        東京証券取引所 第 2部 
コ ー ド 番 号         5956                        本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.toso.co.jp） 
代  表  者 役職名  代表取締役社長  氏名  大槻 保人 
問合せ先責任者 役職名  経 理 部 長   氏名  山岸 裕一   ＴＥＬ (03)3552－1211 
決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 8 日           配当支払開始予定日  平成 18 年 12 月 8 日      
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4月 1日～平成 18 年 9月 30 日) 
(1) 経営成績                         (百万円未満切捨) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

8,865      1.0 
8,778      3.1 

221    △35.5
343       －

239    383.0 
49      － 

18 年 3 月期 18,695      0.5    1,254    104.8     830    157.7  

 
 

中間(当期)純利益 
1株当たり中間 
（当期）純利益 

 百万円   ％ 円    銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

123       － 
△896       －

10.49     
△75.96    

18 年 3 月期 △665    － △56.38     

(注) ①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 11,787,479 株 17 年 9 月中間期 11,800,816 株 18 年 3 月期 11,797,503 株     
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

17,931 
18,282 

8,894 
8,218 

49.6 
45.0 

754.86 
696.58 

18 年 3 月期 18,769 8,680 46.3 736.25 

(注) ①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 11,783,529 株 17 年 9 月中間期 11,797,634 株 18 年 3 月期 11,790,582 株 
     ②期末自己株式数 18 年 9 月中間期  114,071 株 17 年 9 月中間期  99,966 株 18 年 3月期  107,018 株 
 
２．19 年 3月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3月 31 日) 
 

売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 19,200 600 240 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)     20 円 36 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 
 第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 その他 年間 
18 年 3 月期 ― 3.00 ― 3.00 ― 6.00 
19 年 3 月期(実績) ― 3.00 ― ― ― 
19 年 3 月期(予想) ― ― ― 3.00 ― 

6.00 

(注)18 年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 – 円 － 銭  特別配当 － 円 － 銭 
 

 
※上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の数値

はこれらの予想数値と異なる可能性があります。 



中  間  財  務  諸  表

(1) 中 間 貸 借 対 照 表

  期    別

科    目

貸 倒 引 当 金

(  資 産 の 部  ）

そ の 他

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

固 定 資 産

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

投資その他の資産

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

そ の 他

有 形 固 定 資 産 合 計

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

（単位：千円）

構成比 構成比 増減(△) 構成比

％ ％ ％

3,067,428 2,437,814 △ 629,613 2,776,853

3,054,521 2,954,595 △ 99,925 3,077,006

3,057,886 3,662,548 604,661 3,845,010

2,763,574 2,563,564 △ 200,010 2,703,382

158,881 64,026 △ 94,854 151,654

723,836 1,039,965 316,129 888,936

△ 48,881 △ 41,759 7,122 △ 39,295

12,777,246 69.9 12,680,756 70.7 △ 96,490 13,403,548 71.4

757,068 725,935 △ 31,132 729,597

298,119 258,950 △ 39,168 274,637

1,234,522 1,234,522 - 1,234,522

1,844 7,341 5,497 -

327,205 324,577 △ 2,628 336,767

2,618,761 14.3 2,551,329 14.2 △ 67,432 2,575,525 13.7

101,595 0.6 70,852 0.4 △ 30,742 87,637 0.5

2,175,209 2,146,359 △ 28,849 2,258,876

193,905 163,196 △ 30,709 116,890

200,548 177,040 △ 23,508 181,763

343,857 251,259 △ 92,598 255,832

△ 128,785 △ 109,650 19,135 △ 110,866

2,784,735 15.2 2,628,205 14.7 △ 156,529 2,702,496 14.4

5,505,091 30.1 5,250,387 29.3 △ 254,704 5,365,659 28.6

18,282,338 100.0 17,931,143 100.0 △ 351,194 18,769,208 100.0

金    額 金    額 金    額

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

(平成17年9月30日現在） (平成18年9月30日現在） (平成18年3月31日現在）
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  期    別

科    目

任 意 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益 又 は
中 間 未 処 理 損 失 ( △ )

利 益 剰 余 金 合 計

その他有価証券評価差額金

負 債 純 資 産 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計

そ の 他

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

短 期 借 入 金

(  負 債 の 部  ）

長 期 借 入 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

社 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

支 払 手 形

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

(  資 本 の 部  ）

資 本 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

自 己 株 式 処 分 差 益

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

自 己 株 式

評価 ・ 換算差額等

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

株 主 資 本 合 計

( 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

（単位：千円）

構成比 構成比 増減(△) 構成比

％ ％ ％

1,898,567 63,210 △ 1,835,357 1,267,312

630,003 1,593,069 963,065 1,354,835

3,484,000 2,654,000 △ 830,000 2,840,000

397,894 657,007 259,113 617,991

56,023 204,142 148,119 228,503

581,156 553,247 △ 27,908 654,141

7,047,645 38.5 5,724,677 31.9 △ 1,322,967 6,962,784 37.1

2,000,000 2,000,000 - 2,000,000

304,000 650,000 346,000 422,000

467,882 411,352 △ 56,529 450,844

162,935 175,735 12,800 169,335

81,855 74,433 △ 7,422 83,375

3,016,672 16.5 3,311,521 18.5 294,848 3,125,554 16.6

10,064,318 55.0 9,036,199 50.4 △ 1,028,119 10,088,338 53.7

1,170,000 6.4 - - - 1,170,000 6.2

1,344,858 - - 1,344,858

0 - - 0

1,344,858 7.4 - - - 1,344,858 7.2

292,500 - - 292,500

5,233,848 - - 5,233,848

△ 97,074 - - 98,839

5,429,274 29.7 - - - 5,625,187 30.0

301,006 1.6 - - - 571,337 3.1

△ 27,119 △ 0.1 - - - △ 30,514 △ 0.2

8,218,019 45.0 - - - 8,680,869 46.3

18,282,338 100.0 - - - 18,769,208 100.0

- - 1,170,000 6.5 - - -

- 1,344,858 - -

- 0 - -

- - 1,344,858 7.5 - - -

- 292,500 - -

- 5,224,071 - -

- 196,888 - -

- - 5,713,460 31.9 - - -

- - △ 33,344 △ 0.2 - - -

- - 8,194,974 45.7 - - -

- - 504,665 2.8 - - -

- - 195,303 1.1 - - -

- - 699,969 3.9 - - -

- - 8,894,944 49.6 - - -

- - 17,931,143 100.0 - - -

金    額 金    額 金    額

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の要約貸借対照表

(平成17年9月30日現在） (平成18年9月30日現在） (平成18年3月31日現在）
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(2) 中 間 損 益 計 算 書

期   別    

科  目

営 業 外 収 益 計

営 業 外 費 用 計

特 別 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は
税引前中間(当期)純損失(△)

そ の 他

特 別 損 失

支 払 利 息

売 上 割 引

た な 卸 資 産 除 却 損

経 常 利 益

社 債 利 息

社 債 発 行 費 償 却

売 上 原 価

売 上 高

営 業 利 益

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益
又 は 中 間 未 処 理 損 失 ( △ )

中 間 純 利 益 又 は
中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 ( △ )

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

（単位：千円）

百分比 百分比 増減(△) 百分比

％ ％ ％

8,778,235 100.0 8,865,963 100.0 87,728 18,695,880 100.0

5,148,214 58.6 5,087,065 57.4 △ 61,148 10,650,341 57.0

3,630,021 41.4 3,778,898 42.6 148,876 8,045,539 43.0

3,286,855 37.5 3,557,681 40.1 270,825 6,791,428 36.3

343,166 3.9 221,216 2.5 △ 121,949 1,254,110 6.7

1,875 2,644 769 3,796

66,780 28,120 △ 38,660 162,669

40,387 51,117 10,729 82,058

109,043 1.3 81,882 0.9 △ 27,161 248,524 1.3

24,404 19,219 △ 5,184 44,684

7,457 8,893 1,436 16,202

35,691 5,091 △ 30,600 68,370

299,658 1,195 △ 298,463 468,125

7,250 - △ 7,250 7,250

28,128 29,058 930 67,504

402,590 4.6 63,459 0.7 △ 339,131 672,136 3.6

49,619 0.6 239,640 2.7 190,020 830,498 4.4

35,447 0.4 154 0.0 △ 35,293 42,430 0.2

998,354 11.4 2,668 0.0 △ 995,685 1,190,186 6.3

△ 913,287 △ 10.4 237,126 2.7
1,150,413

△ 317,256 △ 1.7

12,000 0.1 157,999 1.8 145,999 182,000 1.0

△ 28,859 △ 0.3 △ 44,517 △ 0.5 △ 15,658 165,864 0.9

△ 896,428 △ 10.2 123,644 1.4 1,020,072 △ 665,121 △ 3.6

799,353 △ 799,353 799,353

- - 35,392

△ 97,074 97,074 98,839

当中間会計期間 前事業年度の要約損益計算書

自  平成17年4月  1日 自  平成18年4月  1日 自  平成17年4月  1日

前中間会計期間

金    額 金    額

至  平成17年9月30日 至  平成18年9月30日 至  平成18年3月31日

金    額
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（3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

(注1)その他利益剰余金の内訳

(注2)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

利益準備金
その他利益
剰余金(注1)

利益剰余金
自己株式

292,500 5,332,687

項目

株主資本

資本金

△ 30,514 8,109,532平成18年3月31日残高 1,170,000 1,344,858 0

資本剰余金

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当(注2) △ 35,371 △ 35,371

中間純利益 123,644 123,644

自己株式の取得 △ 2,829 △ 2,829
株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 － － － － 88,272 △ 2,829 85,442

平成18年9月30日残高 1,170,000 1,344,858 0 292,500 5,420,960 △ 33,344 8,194,974

平成18年3月31日残高 8,680,869

項目 純資産合計

△ 35,371

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当(注2)

123,644中間純利益

128,632

自己株式の取得 △ 2,829
株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額） △ 66,671 195,303 128,632

8,894,944

中間会計期間中の変動額合計 △ 66,671 195,303 128,632 214,074

別途積立金

平成18年9月30日残高 504,665 195,303 699,969

繰越利益
剰余金

合計

平成18年3月31日残高 108,194 75,653 5,050,000 98,839 5,332,687

項目
固定資産
圧縮積立金

買換資産
圧縮積立金

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当(注2) △ 35,371 △ 35,371

123,644 123,644中間純利益

買換資産圧縮積立金の取崩(注2) △ 7,790

98,048 88,272

固定資産圧縮積立金の取崩(注2) △ 1,986

7,790 －

1,986 －

196,888 5,420,960

中間会計期間中の変動額合計 △ 7,790

平成18年9月30日残高 100,404 73,667 5,050,000

△ 1,986 －

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益

571,337 － 571,337

評価・換算差額等
合計

- 31 -



  － 32 －

重要な会計方針 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 
 ① 子会社株式     ---- 移動平均法による原価法 
② その他有価証券 
・時価のあるもの   ---- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定） 

・時価のないもの   ---- 移動平均法による原価法 
 (2) デリバティブ     ---- 原則として時価法 

(3) 製品、原材料、仕掛品 ---- 総平均法による原価法 
(4) 貯蔵品        ---- 最終仕入原価法 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産     ---- 定率法 

ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物付
属設備を除く）については,定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建 物 及 び 構 築 物 ３ ～ 50年 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ２ ～ 15年 
工 具 器 具 及 び 備 品
(有形固定資産その他 )

２ ～ 20年 

(2) 無形固定資産     ---- 定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（2～5年）に基づく定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用     ---- 均等償却 
 

 
3. 繰延資産の処理方法 
 (1) 社債発行費      ---- 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 
  
4. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金      ---- 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

(2) 退職給付引当金    ---- 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間会計
期間末において発生していると認められる額を計上してお
ります。 
なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から損益処理することとしております。 
また、過去勤務債務については、発生時に一括処理してお
ります。 

(3) 役員退職慰労引当金  ---- 役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く中間会計期間末要支給額を計上しております。 

 
5.  外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。 
ただし、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為
替予約相場により円貨に換算しております。 
  

6. リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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7. ヘッジ会計の方法 
 (1) ヘッジ会計の方法 
    原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理の要件を満
たしている場合には振当処理によっております。また、金利スワップについては、特例処
理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ａ．ヘッジ手段 ： 為替予約  
   ヘッジ対象 ： 外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引 

b．ヘッジ手段 ： 金利スワップ 
   ヘッジ対象 ： 借入金 
 

(3) ヘッジ方針 
「デリバティブ取引取扱要領」に基づき、外貨建取引における為替相場の変動リスクを

ヘッジするため、通常業務を遂行する上で将来発生する外貨建資金需要を踏まえ、必要な
範囲内で為替予約を行っております。 
また、借入金にかかる金利変動リスクをヘッジするため、通常業務を遂行する上で必要

となる資金需要を踏まえ、必要な範囲内で金利スワップを行っております。従って投機的
な取引は一切行わない方針であります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致していることを事前

テストで確認し、また、半期毎にその有効性が継続していることを事後テストで確認して
おります。 
なお、外貨建予定取引については、過去の取引実績および予算等を総合的に勘案し、取

引の実行可能性が極めて高いことを事前テストで確認するとともに、半期毎にその有効性
が継続していることを事後テストで確認しております。 
金利スワップについては、特例処理の要件を満たすため、その判定をもって有効性の評

価を省略しております。 
 

8. その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 (1) 消費税等の会計処理 
    税抜方式によっております。 
    なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺の上、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 
 (2) 法人税、住民税及び事業税の計上方法 

中間会計期間に係る納付税額および法人税等調整額は、当事業年度末の利益処分におい
て予定している租税特別措置法の規定に基づく積立金の調整額を考慮して算出しており
ます。 

 
 
 
会計処理の変更 
  
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 
当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成 17年 12月 9日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17年 12月 9日 企業会計基準適
用指針第 8号）を適用しております。 
  これによる損益に与える影響はありません。 
  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 8,699,640千円であります。 
 中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間
財務諸表等規則により作成しております。 

 
 
 
追加情報 
 
たな卸資産除却損の計上区分 
 従来、不動品や旧モデルとなった製品等の処分により発生するたな卸資産除却損については、
営業外費用に計上しておりましたが、近年の製品ライフサイクルの短縮化により、たな卸資産
の除却が営業循環サイクル内で実施されるようになったことを受け、当中間会計期間に除却損
の原価性に関する判定基準を制定し、原価性が認められるものについては売上原価へ計上する
ことといたしました。 
当中間会計期間において売上原価に計上されたたな卸資産除却損は 21,777千円であります。 

 



注  記  事  項

（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（ 平成17年9月30日現在 ） （ 平成18年9月30日現在 ） （ 平成18年3月31日現在 ）

 １．有形固定資産の減価償却累計額 9,335,334 千円 9,143,135 千円 9,069,104 千円

 ２．担保提供資産および対応債務 千円 千円 千円

(1) 担 保 提 供 資 産 建 物 273,217 254,627 263,478

（うち工場財団抵当） ( 265,072 ) ( 247,051 ) ( 255,631 )

機 械 及 び 装 置 33,806 27,338 30,227

( 33,806 ) ( 27,338 ) ( 30,227 )

土 地 1,019,245 1,019,245 1,019,245

( 948,655 ) ( 948,655 ) ( 948,655 )

有 形 固 定 資 産 そ の 他 20,573 17,927 19,063

( 20,573 ) ( 17,927 ) ( 19,063 )

投 資 有 価 証 券 362,608 412,380 459,120

( - ) ( - ) ( - )

計 1,709,451 1,731,518 1,791,135

( 1,268,108 ) ( 1,240,972 ) ( 1,253,578 )

(2) 対  応  債  務 千円 千円 千円

（うち工場財団抵当対応債務） 短 期 借 入 金 3,216,859 2,260,859 2,636,859

( 2,936,870 ) ( 2,160,870 ) ( 2,520,870 )

長 期 借 入 金 304,000 650,000 422,000

( 304,000 ) ( 650,000 ) ( 422,000 )

保 証 債 務 516,698 430,150 491,883

( - ) ( - ) ( - )

計 4,037,558 3,341,009 3,550,743

( 3,240,870 ) ( 2,810,870 ) ( 2,942,870 )

 ３．保  証  債  務    下記の会社の金融機関からの借入金及び輸入信用状の開設に対し、債務保証を行っております。

P.T.トーソーインダスト
リー・インドネシア

401,895 千円 322,723 千円 362,688 千円

株式会社ワドークリエー
ティブ

114,803 千円 107,426 千円 129,195 千円

 ４．受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 12,993千円 7,928千円 11,186千円

受取手形裏書譲渡高 - 千円 39,598 千円 - 千円

 ５．中間期末日満期手形の会計処理    中間期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当中間会計期間の末日は
金融機関の休日であったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高に含まれております。

受 取 手 形 - 千円 170,637 千円 - 千円

（中間損益計算書関係）
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度
自 平成17年4月  1日 自 平成18年4月  1日 自 平成17年4月  1日
至 平成18年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

千円 千円 千円
 １．減 価 償 却 実 施 額

152,284 122,805 288,883

18,049 16,784 35,407

 ２. 特別損失の主要項目

620,566 - 620,566

373,339 - 541,734関 係 会 社 株 式 評 価 損

減 損 損 失

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間　(自　平成18年 4月 1日　至　平成18年 9月30日)

1.　自己株式に関する事項

(変動事由の概要)　

　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　7千株

（リース取引関係）

半期報告書においてEDINETによる開示を行っているため記載を省略しております。

（有価証券関係）

当中間会計期間において子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

減少

7 -

当中間会計期間末

114　普通株式(千株)

前事業年度末

107

増加株式の種類
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